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社会保険給付の“小分け”申請と保険料免除 

社会保険の給付金申請時に、小分けにしてでも
できるだけ早く受給したいと労働者の方が希望する
ことがあります。申請の回数が増えると事務の手間
とはなりますが、まずは最短で給付を請求・申請で
きるタイミングを把握し、かつ事業所がどこまで対
応するつもりかを決めておくことが重要です。                      

以下には最短の申請とその影響、社会保険料↗

免除（健康保険・厚生年金）の有無をまとめました。 
給与がなく社会保険料を控除できない場合には、

本人負担の保険料を事業所に入金してもらう必要
があります。給付（収入）の説明と併せて保険料の
精算方法を説明するとスムーズです。なお、下表で
は各給付の要件や申請の時効については省略して
いることにご留意ください。

 
＜給与がないときの保険給付と小分けの申請について＞ 

事由 制度（給付名） 小分けにするポイント 健厚/社保料 

業務上・通勤

による休業 

労災保険 

（休業（補償）給付） 

 

休業しており賃金がない・少ないため休業（補償）給付の対象

となる日であれば、一度に請求する日数に上限はありません

が、その都度医師の証明が必要となります。行政のパンフレット

では 1 か月ごとの請求を勧めていますが、一般的には通院時に

医師の証明を取り付けるため、ご本人の通院のタイミングでまと

めて請求することも可能です。 

なおこの場合の、労災指定病院でないときの医師の証明費用

については、別途請求すれば文書料が支払われます。 

通常通り 

発生する 

私傷病による

休職 

健康保険 

（傷病手当金） 
対象となる日であれば、一度に申請する日数などに決まりは

ありませんが、療養中であれば定期的に通院するのが一般的で

す。申請のためには、その都度医師の証明（有料）が必要です。 

通常通り 

発生する 

産前産後 

休業 

健康保険 

（出産手当金） 
対象となる産前産後休業期間内であれば分けて申請すること

ができ、一度に申請する日数などに決まりはありません。しかし

実出産日まで（産前期間）の申請については、毎回医師の証明

が必要であり、また出産予定日を含む期間の申請後に予定日と

異なる出産となった場合には、何らかの訂正作業が必要となり

ます。医師の証明には費用がかかりますので、どこで区切って申

請するのか、事前によくご検討ください。 

免除あり 

育児休業 雇用保険 

（出生時育児休業給

付金） 

出生時育児休業は、28日以内（分割取得の場合は通算して）

と決められていますが、給付金については、産後休業期間の終

了を待ってまとめて申請する必要があります。 

免除あり※注 

 

雇用保険 

（育児休業給付金） 
育児休業給付金については、育児休業開始日から 1か月ごと

に区切り、原則は2か月の休業が経過した後の申請となります。

希望があれば１か月ごとに申請することも可能です。 

免除あり※注 

介護休業 雇用保険 

（介護休業給付金） 
支給申請は、１回の介護休業ごとに、支給対象期間（最大３か

月分）すべてについて、まとめて行います。そのため、申請は介

護休業終了日（介護休業期間が３か月以上にわたるときは介護

休業開始日から３か月を経過した日）を待つ必要があります。 

通常通り 

発生する 

※注 取得した期間によっては、社会保険料（月額または賞与）を免除されないことがあります。 
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